
現地調査における注意点
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１．はじめに
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河川災では、洪水の発生等により、堤防や護岸等

の土木施設が壊れた場合に、被災原因を調べて、

同じ現象が起きても壊れないよう、失われた「機能

と効用」を元(原則、原形)に戻すために行なう。

スピードが求められる。(発生から査定まで ２ヶ月ルール)
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[現地調査]
・測量調査
・写真撮影
・環境把握
・河床材調査

[資料調査]
・各種資料収集
・既存工事等の資料確認

[設計・資料作成]
･被災のメカニズムの検証
・ABC表の作成
・復旧工事設計
・査定資料の作成

初 動 調 査

（河川災を例として）

災害復旧事業手続きの流れ（令和5年災害手帳 前）

民間技術者

の対応

①

①災害復旧測量調査（河川）【（被害Ａ）、（被害Ｂ）】

②

②災害復旧査定写真撮影・収集・整理【（標準）、（追加）】

③（①②以外）災害復旧工事設計（河川）【（被害Ａ）、（被害Ｂ）】
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③

④

④査定時説明資料作成・査定対応

災害名
被災
月日

測量図完成月日

(被災からの日数)

目論見提出月日

(設計・積算日数)

査定月日

(目論見からの日数)
(発生～査定まで日数)

A 10月5日 10月25日 20 11月24日 30 12月11日 16(67)

初動調査・緊急契約の為
実質的に作業を行え

るのは、
1週間～10日

設計協議・積算を考慮すると
実質、設計を行える日数

10日～15日

査定用写真撮影
写真帳作成
野帳用図面編集
査定時説明資料作成
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災害発生から査定までの日数 (R5年の例)
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２．初動調査
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①工事費用(最低額)

北海道 ・・・・ 120万円 市町村 ・・・・ 60万円

調査の目安 (延長) ・・・ 5～10m程度調査の目安 (延長) ・・・ 5～10m程度

②工事費用に対してその効果が、著しく小さいもの(被害小)

③維持工事と見るべきもの

④明らかに設計の不備・工事の粗漏が原因と思われる被災

⑤甚だしく維持管理の義務を怠ったことが原因と思われる被災

⑥河道断面などの3割程度以下の埋塞

⑦天然の河岸などで、維持上又は公益上特に必要ないと判断される被災

⑧災害復旧事業以外の工事施工中の被災

⑨直高1m未満の小堤、幅員2m未満の道路、その他主務大臣の定める

小規模な施設の被災

※令和5年災害手帳（第1章 第2節P22より）
R6年度 災害復旧技術講習会

適用除外の事例 1

起点より上流 終点より下流

河岸高 背後地及びＤＨＷＬ

河岸高1m未満

R6年度 災害復旧技術講習会 10



適用除外の事例 2

起点より上流 終点より下流

河岸高

草本類の自生
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適用除外の事例 3
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適用除外の事例 4

起点より上流 終点より下流

河岸高

延長3m
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「災害査定現場必携」より

適用除外の事例 5（河道埋塞土砂除去工）
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初動調査前の準備について1 (出水状況の事前確認)
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初動調査前の準備について2 (出水状況の事前確認)
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初動調査前の準備について3 (出水状況の事前確認)
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初動調査前の準備について4 (出水状況の事前確認)

R6年度 災害復旧技術講習会

初動調査の内容と準備すべき物

調査項目

準備す

べき物

二次災

害防止

【安全な作業を】

発注者

へ報告

報告資料
〔初動調査資料〕
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・被災箇所の概略形状(長さ・幅・法長等)を目視等で把握、 被災原因を調べ、位置を台帳図や地形図に表示。

・生々しい被災状況、洪水痕跡写真を撮影。 (被災状況は時間の経過とともに判り難くなる) 

・2次災害防止の必要性。

・既存施設の種類、配置状況、被災の有無に注視。遠くからでも判るように目印を付ける。

・隣接箇所との距離（直線100m離れ）を目視等で確認｡ 川幅が大きく左右岸が被災した場合は注意。

・図面類・・・・・・管内図（道路マップ）、1/25,000地形図、 既存航空写真、台帳図（平面・一般図）、野帳。

・計測器具類・・・ カメラ、ポール、スタッフ、コンベックス、エスロンテープ、双眼鏡、ハンディーGPS。

・安全装備・・・・・ ヘルメット、ライフジャケット、安全チョッキ、 安全靴、ライト､携帯電話。

・その他・・・・・・・ ピンクテープ、筆記用具、車両、雨具、防寒具、飲食物、救急医薬品、ドローン。

・心の準備（気象情報より、災害発生を予測し心の準備を） ・行動は複数名で（安全作業のため）｡

・調査範囲を事前に設定。 ・無理な行動は慎む｡

・定時連絡方法を事故防止のため事前に決定。 ・現地状況に応じた安全対策の実施｡

・被災直後は、落石・崩壊、急激な増水等があり、十分に注意する｡

一日の作業が終了次第、当日調査した結果を報告し、翌日の調査内容や､今後の対応を協議する。

・被災箇所数

・管理図、管内図(1/5万地形図) 上の位置

・被災箇所の規模（延長、面積等）

・復旧工法（幅×延長等）

・施設、背後地の被災状況写真（代表的）

調査項目

準備
すべき物

二次災害
防止

発注者
へ報告

報告資料
〔初動調査資料〕
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河川台帳図・航空写真・地形図
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地形図 航空写真河川台帳図
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初動調査のポイント
1.被害を受けた箇所の全体把握
2.被災箇所別の把握

初動調査事例（全体概要） １－１
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初動調査事例（全体概要） １－２
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初動調査事例 (洪水痕跡) ２－１

起点・終点の表示（ピンクテープ等） 洪水痕跡（草の葉の泥汚れ） 洪水痕跡（流下物の様子）

洪水痕跡（流下物の様子）流木の様子
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初動調査事例 (洪水痕跡) ２－２

洪水痕跡（ゴミ・枝葉等流下物）
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（流下物）

洪水痕跡（植生倒伏・泥付着）

（植生倒伏）

（植生倒伏・泥付着）

（しみ・泥付着） （泥付着）

洪水痕跡（建物の壁のしみ・泥付着による変色） 洪水痕跡（泥付着）

（泥付着）

（泥付着）

R6年度 災害復旧技術講習会

痕跡

痕跡

痕跡
痕跡

雪に付着した洪水痕跡は、融雪ともに消失。
ただちに、印しを付け、その後に計測する
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初動調査事例 (洪水痕跡) ２－３
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R6年度 災害復旧技術講習会 27

スマホによる初動対応
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スマホによる初動対応
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スマホによる初動対応

３．現地調査
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R6年度 災害復旧技術講習会

2-11①
・災害区間：Ｌ=23ｍ、初動調査より終点側で2～3ｍ増加。
・工法：既設連節ブロックの布設替えとする。

前後の既設連節ブロックから垂形式とする。
・調査の留意点：既設連節ブロックの調査を行う。

工事用道路を探す。
・設計の留意点：工事用道路のルート、距離を検討する。

既設連節ブロックの調査結果を踏まえ、
鉄線連結を考慮して範囲を決める。

2-11②
・災害区間：Ｌ=65ｍより増、初動調査より増えて、既設連節の全部とする。
・工法：既設連節ブロックの布設替えとする。

前後の既設連節ブロックから垂形式とする。
・調査の留意点：既設連節ブロックの調査を行う。

工事用道路を探す。
（左岸について調査必要）

現地調査のメモの例
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当初ここには護岸があった

崩壊したブロック➔再利用
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現地調査事例（洪水痕跡） １－２

平面・横断ポンチ図

DHWLポンチ図
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LWL.水深もポール計測を

R6年度 災害復旧技術講習会

現地調査事例（洪水痕跡） １－３

½河岸高 ＝ (271.71－266.47)× 1/2 ＋ 266.47 ＝269.09

DHWL ≧ ½河岸高

269.36   ≧ 269.09 ・・ ok

252.5

253

253.5

254

254.5

255

255.5

256

0 24 48 72 96 120 144 168 1929/5 9/7 9/8 9/9 9/10
平成23年9月

水
位

初動調査

尻部川喜茂別下流観測所

9/6

洪水痕跡箇所

河岸高

L.W.L
平水位に下がるには数日かかる
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採択要件の基本

1）異常な天然現象により生じた災害であること。
2）負担法上の公共土木施設で現に維持管理されていること。
3）地方公共団体又はその機関が施工するもの。

異常な天然現象

○警戒水位（はん濫注意水位）が設定されている河川
⇒ 警戒水位以上の水位

○それ以外の河川
⇒ 河岸高（低水位から天端までの高さ）の5割程度以上の水位

※令和5年災害手帳（第1章 第2節P3より）

※令和5年災害手帳（第1章 第2節P4より）

R6年度 災害復旧技術講習会 37
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水害リスク情報の提供について
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痕跡アップ写真を添付する河岸高と出水位、L.W.Lの高さ関係が重要

被害報告最終報までに
施設管理者から河川砂防課に提出

水位曲線図作成前に、河岸高、出水位、L.W.Lの関係が判るポンチ絵を添付する

出水状況確認票

R6年度 災害復旧技術講習会



４．資料調査
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調査に必要な各種資料とその入手先
必 要 な 資 料

河川台帳図・工事計画図（平面図・縦断・横断）

河川整備計画資料 （平面図・縦断・横断）

過去の災害復旧工事の関係資料

橋梁、取水施設等の一般図

用地資料(施設区域図、地番図) 

河川水位（観測値、氾濫危険水位等の管理水位）

市町村道の名称や台帳図

国道・道道の道路台帳図

過去の航空写真

被災直後の写真

新聞記事、広報誌

環境調査資料（水辺の国勢調査、各種環境調査、動植物分布図）

地質図 ・ 土地分類図

地すべり分布図

42

入 手 先

施設管理者 （出張所・工事事務所・役場土木係）

施設管理者 （出張所・工事事務所・役場土木係）

施設管理者 （出張所・工事事務所・役場土木係）

施設管理者 （出張所・工事事務所・役場土木係）
占用許可者（建設管理部管理課等）

市町村建設課や土木課等

開建道路事務所・建設管理部出張所道路係・管理係

施設区域 ・・・ 施設管理者
地番図 ・・・・・ 市町村税務課・建設課・農業委員会

施設管理者、市町村（都市計画課、建設課、農業委員会）
地図センター(地理院・林野庁)、航測会社 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

施設管理者・市町村役場・地域住民

施設管理者（開発建設部、建設管理部、環境省）

各新聞社、市町村

北海道立総合研究機構地質研究所、コンサル各社

北海道立総合研究機構地質研究所、コンサル各社

施設管理者 （出張所・工事事務所）

R6年度 災害復旧技術講習会



インターネットの航空写真(Google Earth)
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公物管理パトロール日誌
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時 分 時 分 時 分

時 分 時 分

時 分

時 分

時 分

時 分

時 分

時 分

時 分

時 分

時 分

時 分

時 分

時 分

時 分

時 分

時 分

時 分

時 分

時 分

業務処理

責任者

主任
技術者

公物管理パトロール日誌(1/2)
(通常・夜間)

k
m

6 36

k
m

車上

k
m

  11.500

6
k
m

報
　
　
告

委　　　　　　託　　　　　　者 受託者

所長 次長・室長 主査(維持) 主査(管理調整) 技術係長 係員

   6.700
k
m

   6.700

気象状況ﾊﾟﾄﾛｰﾙ要員

使用資材

1

車上

B　川

C　川

－

－

－

－

帰所

待機指示時間出発

40

30

待機解除時間
月 金曜日

10

区　　　　　　　　間

0時間6分

自： 　町イワシマクシベツ川　　北清橋

日

担当会社 ﾊﾟﾄﾛｰﾙ要員

パトロール実施施設

通過時間/所要時間 計画 実施 実施方法

通常パトロール（4-1）
晴れ ・

雪
異常気象時における

パトロール出動の要因

出動指示時間

ﾊﾟﾄﾛｰﾙ所要時間

施設の状況

パトロール実施内容

措置の内容

ルート
名

車両番号

報告様式 報告枚数

6 30

使用量

   5.500
k
m

   5.500

エリア 班巡回区分

通常

出張所 実施年月日（曜日）

年出張所 エリアＣ 5 平成

パトロール区間

7

  11.500

   3.300

異常なし

自： 　　　町北3条西6丁目14番地1

至：

－

　　町イワシマクシベツ川北清　橋

至：

1

自： 　町イワシマクシベツ川北清橋

ABC　川

至： イワシマクシベツ川　北清　橋

至： 57　町金平川１２号橋

0時間4分

第7号様式 1

7

0時間25分

1

7

36

7 19

7 29

k
m

19

自： 7

7

   3.000

　　町金平川１２号橋

　　町金平川　清橋

A　川

   3.300
k
m

車上

第7号様式
車上

異常なし

第7号様式

   3.000
k
m

5
車上

0時間14分 異常なし

自： 　　町金平川　清　和橋

至： 　町　ケレベツ川　ケレベツ橋

0時間10分

0時間12分

至：

k
m

k
m

車上

   8.000
k
m

29

   8.000
k
m

自： 　町　レベツ川　レベツ橋

至：

1

0時間25分

k
m

至：

   4.800

19

町 オップ川 下羽 橋

  12.200

0時間13分

32

自： 　町　　レベツ川　新橋

　町　イ川　西清　橋

54

7

8

　　町　　レベツ川　新　橋 7

車上

6

54

   6.500
k
m

   6.500

7

至： 　　町　イ川　カルバート 8

第7号様式

異常なし
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公物管理パトロール日誌・河川GIS
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河川占用 １

46

河川利用許可一覧

R6年度 災害復旧技術講習会



河川占用 ２
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用地資料

50

用地資料(登記情報提供サービス)  1

http://www1.touki.or.jp/ Copyright © 2011 一般財団法人 民事法務協会
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用地資料(登記情報サービスより) 2

51

座標が表記されている

座標が表記されている

R6年度 災害復旧技術講習会

５．測量調査

R6年度 災害復旧技術講習会 52



起点・終点

測量法線

(IP設置) 

平 面 図

初動調査資料より被災箇所を確認するとともに、踏査し、未被災である前後
(上下流)区間へのすり付けも考慮(起・終点付近は、再度災害発生となることが
多い)して、起点・終点を決定。 (測量延長は、復旧延長よりも長くなる) 

・折点方式とする。

・測量間隔は20mを標準（延長が短い場合 5～10mも）。被災状況や施設の

配置状況に応じてプラス測点を設ける。

・起終点には見出し杭を設け、起点・終点を明記。

・環境特性・被災原因・メカニズムが判る範囲を調査。縮尺1/500～1/1000

・台帳等既存資料を活用して図面を作成。（歩掛・・・平面測量は写図を基本）

・被災前の施設位置、河岸法線、水際線などを破線で記入。

・背後地（堤内）の農地、道路、住宅等を記入。

・BM箇所を明示。

・DHWL調査地点を明示。

・官民界を調べ記載。(河川台帳図などより)

・仮設道路必要箇所は、必ずその経路・延長を明示できるように計測し、記入。

測量調査の留意点 1-1

53

平 面 図

R6年度 災害復旧技術講習会

測量調査の留意点 1-2

54

測量調査図既存図（河川台帳）
測量図＋既存図

R6年度 災害復旧技術講習会



測量調査の留意点 1-3
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縮尺：原則1/500、1/1000 
描画は下流が左側

DHWL確認箇所を明記

用地は、河川台帳や法務

局資料を座標に合せ転記

測点杭：被災・施設・地形変化点を考慮し設置。

20mピッチが原則ですが、変化点重視で。
被災延長が短い場合は、5or10mピッチで。
延長が長い場合は、50mピッチとした場合も。

測点名：杭から離れたところに明記
復旧計画の数値との重なり防止。

起・終点に仮座標設置。(GNSSでも)

測点杭設置する法線は、安定している所に。

横断方向は、復旧施設に直角となるように。

IPは折点とし、1/2角横断線を設ける。

仮BM設置。(GNSSでも)

曲線表には設置方法の注記を。
査定図には表示しない。

復旧する施設の法線をイメージして設置する。

延長が短い(20m程度以下)場合の、縦断の整合性

起・終点から20m程度は離れた水面
高を測定し、縦断図に記載することも

被災していない部分(復旧しない)は既存資料(航空写真・既存図)のトレースで良い

R6年度 災害復旧技術講習会

測量調査の留意点 1-4

56

測量法線は、原則、被災している河岸を通す。

未被災区間があっても、100m 離れていない場合は、一連の法線とする。

未被災区間もチャインでは横断を調査する。

折れ点では1/2角横断を調査する。

起・終点より1測線程度は、マイナイ・プラス横断を調査する。

正チャインよりも、被災の起・終点、被災状況を重視し、測点を設ける。

河岸被災

河岸被災

プ
ラ

ス
横

断

← ○○川

未被災区間
L = 20.0 m

測量法線

未被災区間

L = 40.0 m
横断線

1
/2
 角

横
断

区間が短くても、横断は3本は必要

R6年度 災害復旧技術講習会



測量調査の留意点 1-5

57

測量法線は、被災している河岸を通す。(測量法線と復旧法線ができるだけ合致するように)

対岸に法線をシフトする場合は、直角にシフトする。(IP3～IP4)

起・終点よりマイナイ・プラス横断を調査する。

正チャインよりも、被災の起・終点及び被災状況重視により、測点を設ける。

法線シフトIP3～4横断線

R6年度 災害復旧技術講習会

測量調査の留意点 1-6 (ドローンを使った平面図)

58

ドローンで撮影した垂直写真を単純につないで、図化
した図面に重ね、地形状況を描画できる。

R6年度 災害復旧技術講習会



測量調査の留意点 1-7

59

被災箇所が河川敷地で・民地近接 被災箇所が民地。 復旧施設も民地被災箇所が河川敷地・民地まで距離あり

牧草地の河川敷地占用を確認する必要あり。

占用がないと、欠格となることも。

発注者に、状況を説明する必要がある。

地権者の同意が必要。

同意がないと欠格となることも。

工事するときに地権者が反対することも。

発注者に、状況を説明する必要がある。

牧草地の河川敷地占用を確認する必要あり。

占用がないと、欠格となることも。

発注者に、状況を説明する必要がある。

地権者の同意が必要。

同意がないと欠格となることも。

工事するときに地権者が反対することも。

発注者に、状況を説明する必要がある。

R6年度 災害復旧技術講習会

縦断測量

横断測量

・縮尺は、横は平面の縮尺と合わせ、縦1/100程度。
・短区間の場合、縦断勾配の妥当性が判るように、区間外も追加測量を。
・橋、排水樋門などの施設は、位置と高さ(橋梁桁下高、流入管敷高など)を記入。
・調査箇所が隣接する場合、縦断的関連(同一BMを使用)を図ることが望ましい。
・改修計画がある場合は、必要に応じて計画高（築堤・高水・河床） を記入。

・横断幅は被災箇所に応じて、発注者と協議して決定する。
・IP箇所（折点）では、1/2角の横断を測定。
・延長が短い被災箇所でも、設計流速計算を行えるように、３断面程度、対岸まで測定。

（増水中や大河川で等で測量が困難な場合、発注者と既存測量図の利用等を協議する）
・横断図はA１版を基本とし、縮尺は1/100～1/200。
・横断図の配置は、道路災、河川災を混同しないように注意。

（河川・・・起点を左上とし左下→右上→右下、 道路・・・起点を左下とし左上→右下→右上）
・横断形状は、河川は下流を向いた形状、道路は起点から終点を見た形状で描画する。
・被災前の形状が判る場合は、現況地形以外に、その形状を破線で記入。
・LWLとDHWLを調査し、縦断的整合性を図り、各横断に表示。
・改修計画がある区間では、必要に応じて計画高水位(HWL)記入
・官民界は必ず記入。(河川台帳図などより)
・樹木の存置・伐採の検討箇所では、位置、直径、高さを調べる。

測量調査の留意点 1-8

60

被災前被災後

改修計画

R6年度 災害復旧技術講習会



測量調査の留意点 1-9
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河床の深掘 確認方法について
(カナテコを差込んだ例)

(カナテコを差込 前) (カナテコを差込 後)

洪水後の堆積

R6年度 災害復旧技術講習会

測量調査の留意点 1-10

62

積みブロックの「死に体」の確認

「災害査定現場必携」
令和3年8月改定版 第5章 河川 P1

護岸背面の陥没護岸ズレ計測護岸のズレ

確認方法
・護岸の変状を確認し、測量計測(mm単位)
・護岸背面の陥没の有無(吸出にて陥没)
・護岸基礎部の様子確認
・測量結果より、護岸の安定計算
・復旧設計者も現地状況を確認し、判定

基礎部底部吸出

目地ズレ

ｽﾗﾝﾄｽｹｰﾙ

R6年度 災害復旧技術講習会



測量調査の留意点 1-11

63

測量法線と横断方向

横断線は、復旧法線に直角になるように
現地状況に応じて測量法線に、角度を持たせて調査する方法

R6年度 災害復旧技術講習会

測量調査の留意点 1-12

64

測量法線と横断方向

横断線

農道

畑

道路

当初測量 法線

農道

河岸
測量法線

R6年度 災害復旧技術講習会



測量調査の留意点 2
(仮設道路設定のための調査・作図)

65

既存図利用 追加測量

地形図利用
(1/2.5万)

R6年度 災害復旧技術講習会

測量調査の留意点 3

66

樹種の調査は原則不要

(支障樹木範囲調査事例)

流木も調査

R6年度 災害復旧技術講習会



測量調査の留意点 4
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測量調査の留意点 5-1 (再使用率・護岸重量)

68
河川事業設計要領 2-2-30・31

被災した護岸の一定範囲をサンプル調査し、破損面積を調べ、再利用比率を算定。

連節ブロックの場合

連節ブロックの場合

標準を340kg/m2とし
流量規模に応じて、基準質量から±２０㎏／㎡の範囲を限度として増減(500m3/s＞Q＞200m3/s)
計画勾配に応じて、基準質量から±２０㎏／㎡の範囲を限度として増減(1/500＜I＜1/200)

R6年度 災害復旧技術講習会



測量調査の留意点 5-2 (再使用率算定の事例、廃材量把握)

69

大型連節ブロックの再使用率の事例

コンクリートの破損及び連結金具の変異
ブロック取り外面積 12m×7m =84㎡
破損ブロック数 33個 33㎡ 〔1㎡/1個〕 ÷ 84㎡ = 39.3%

∴ 布設替数量は、ブロック取り外し面積の 6割を使用可能として申請する。
数量調書に添付する

コンクリートブロック廃材の把握(ｺﾝｸﾘｰﾄ殻処理量算定)

処理量を算定でき
るように調査する

根固ブロック

大型連節ブロック連節ブロック

R6年度 災害復旧技術講習会

測量調査の留意点6 (天然河岸・土羽護岸)

70

天然河岸、(学術的に定義されてはいない)

環境システム研究論文集 Vol.30.2002年10月 中小河川における天然河岸の保全に関する研究 千葉武生、萱場祐一､尾澤卓思

土羽護岸とは

川の水を流す為に、地面を掘削したり、土を盛ったして作った人為的法面であり、石やコンク

リートブロックを覆わないため、雨水・流水により表面浸食を受け、施工時の法面勾配は変

わり、時間とともに植物が侵入し、あたかも天然河岸ように形態を示すことになる。

【判定方法】
1.法面が一定勾配(1：1.0、1：1.2、1：1.5、1：2.0等)に近い。

2.河道周辺に、住宅や農地・耕作放棄地が広がる。

3.古い地形図(地理院の)を見て、河道周辺に市街地・住宅・農地が広がる。

河川工事がされていない河岸。

(人為的な行為、改変がされていない河岸)

・・・原則、災害復旧の対象とならない

・・・災害復旧の対象

天然河岸、(学術的に定義されてはいない) ・・・原則、災害復旧の対象とならない

河川工事がされていない河岸。

(人為的な行為、改変がされていない河岸)

土羽護岸は・・・災害復旧の対象

川の水を流す為に、地面を掘削したり、土を盛ったして作った人為的法面であり、石やコン

クリートブロックを覆わないため、雨水・流水により表面浸食を受け、施工時の法面勾配は

変わり、時間とともに植物が侵入し、あたかも天然河岸ように形態を示すことになる。

【判定方法】
1.法面が一定勾配(1：1.0、1：1.2、1：1.5、1：2.0等)に近い。

2.河道周辺に、住宅や農地・耕作放棄地が広がる。

3.古い地形図(地理院の)を見て、河道周辺に市街地・住宅・農地が広がる。

R6年度 災害復旧技術講習会



測量調査の留意点7-1 (調査不可能な場合の対応)

71R6年度 災害復旧技術講習会

「調査不可能なため、
未申請であることを確認した」
等、記載してもらう。

被災後の写真

【査定申請】
復旧延長 L=115.5m
・崩土除去工 L=80.0m V=13,100m3
・路盤工 L=91.3m A=350m2
・舗装工 L=91.6m A=612m2
・張芝工 A=80m2
・有機材種子散布 A=240m2
・防護柵工 L=79.0m
・場所打擁壁工 L=20.0m
・U型側溝 L=60.0m

【査定決定】
復旧延長 L=115.5m
・崩土除去工 L=80.0m V=13,100m3
・路盤工 L=91.3m A=350m2
・舗装工 L=91.6m A=612m2
・張芝工 A=80m2
・有機材種子散布 A=240m2
・防護柵工 L=79.0m
・場所打擁壁工 L=20.0m
・U型側溝 L=60.0m

【調査不可能な場合の対応】
（令和4年災害手帳 第1章 P120）

・現地状況から危険箇所に立ち入れない場合、
調査により構造物等の安定性が確保されない
場合など、物理的に査定時までの調査の実施
が不可能又は困難な場合、当該延長は復旧
延長に含めず申請する。

・未申請の延長含む起終点を設置、設計書な
どに不可視による未申請であると明確にする。

・査定では、物理的に調査が不可能なため、
未申請であることを確認して付箋に記入。

測量調査の留意点7-2 (調査不可能な場合の対応)

72R6年度 災害復旧技術講習会

U型側溝の
被災状況

擁壁の被災状況

【現地調査の実施】

・査定時に「調査不可能」とした箇所は、
詳細な現地調査の実施により、被災の
状況の事実確認を行う。

調査後の写真

【査定決定】
復旧延長 L=115.5m
・崩土除去工 L=80.0m V=13,100m3
・路盤工 L=91.3m A=350m2
・舗装工 L=91.6m A=612m2
・張芝工 A=80m2
・有機材種子散布 A=240m2
・防護柵工 L=79.0m
・場所打擁壁工 L=20.0m
・U型側溝 L=60.0m

【設計変更】
復旧延長 L=115.5m
・崩土除去工 L=80.0m V=13,400m3
・路盤工 L=91.3m A=643m2
・舗装工 L=91.6m A=650m2
・張芝工 A=60m2
・有機材種子散布 A=240m2
・防護柵工 L=79.0m
・場所打擁壁工 L=50.0m
・U型側溝 L=79.2m

被災なし ⇒ 事務手続は不要
被災あり ⇒ 設計変更の事務手続き



６．写真撮影

R6年度 災害復旧技術講習会 73

写真撮影の留意点1

74

「災害査定現場必携」北海道建設部砂防災害課（令和3年8月改訂版）第2章P15参照

1.撮影者は写真で何を説明するか、目的意識を持って撮影。
2.写真の補完手段として、測量を記録したビデオ映像や3D画像等の活用あり。

3.机上査定において、現地の中継映像や録画映像等を活用して説明できる。
4.写真には、撮影年月日、流水や路線の方向、起終点、測点等を赤色で記入。

5.延長が大なるもの等は、全貌を表す写真の他、中間の被災状況を示す写真を添付。
（つなぎ写真でも良い）。

6.ワイド撮影した写真は、両サイドが不鮮明になりやすいので避ける。

7.起終点は、被災・未被災の状況など決定根拠の説明ができるよう、必ず正面から撮影。
8.横断地形が容易に判断できるように工夫する。

工種及び復旧工法に応じた部分撮影を行う。

9.被災全延長が判るようにして、起終点には必ずポール等を立てて撮影。
10.被災箇所を明確にするため、伐採を行う（査定上等、支障とならないものは残す）。
11.構造物の被災については、破壊状況をスタッフ、ポール、リボンテープ等で表示し撮影。
12.氾濫、越波等に伴う一般被災の写真を添付する。
13.被災原因の狭窄部、屈曲部、障害物はもとより、被災水位との関係が判る写真を撮影。

14.被災事実が判りにくくなりがちな天然河岸、凍上災等は、災害直後の早い機会に撮影。
15.事前着手を行う箇所は、被災の事実、形状、寸法、数量などが判読できる写真を撮影し
てから、工事に着手する。特に起終点は、工事前後の対比が確認できるようにする。

R6年度 災害復旧技術講習会



写真撮影の留意点2

75

「災害査定現場必携」北海道建設部河川砂防災害課（令和3年8月改訂版）第2章P15～16参照

災害査定添付写真の簡素化・・・トータルステーション、GNSS測量に対して

1.起終点、各測点及び横断測線の端部にのみポールを設置。

判別が難しい場合は、水平ポールや旗付きポールを設置する等の工夫を。

2.水深の深い大きな河川では、ポールを設置しない。

3.全景写真では、リボンテープを映し込まず、区間距離表示及びスケールを後から貼付。

また、設計図に基づき、引き出し線により主要な寸法(高さ・距離)を表示する。

4.被災前形状を表示する必要がある場合は、写真に加筆する。

河川災害写真の留意事項

1.環境に配慮した工法選定の判断資料となる被災施設、上下流あるいは前後施設等の

環境工法及び河川環境の状況を撮影する。

2.根固工を設ける場合は、深掘れ状況が判るようにポール・スタッフ等で表示して撮影。

3.漏水被害は、日時の経過とともに不鮮明になる恐れがあるため、漏水・防水作業状況、

実施した防水工法等を適時、撮影する。

4.地震等により発生した亀裂等は、亀裂に沿って石灰等を撒いて亀裂状況を撮影する。

5.護岸の根継工を申請する場合は、根浮きの高さ(垂直高)、根切れの幅(水平長)状況を、

ポール、スタッフ等を入れて撮影する。

R6年度 災害復旧技術講習会

写真撮影の留意 事例-1 (草刈・枝払い)

76

河岸欠壊の様子が
見えるように

被災状況が明瞭になるように葉・草を刈る

R6年度 災害復旧技術講習会



写真撮影の留意 事例-2 (草刈・枝払い)

77

河岸の様子が見えるように撮影者の周りを確認 撮影時に葉・草を刈る

R6年度 災害復旧技術講習会

写真撮影の留意 事例-3 (雨天時撮影)

78

雨の降り方・明るさに注意を

R6年度 災害復旧技術講習会



査定写真撮影(全景) 1-1

79

「災害査定添付写真の撮り方」(令和5年改訂版P61～62)
R6年度 災害復旧技術講習会

査定写真撮影(全景) 1-2 (事例)

80

CADで作成

R6年度 災害復旧技術講習会



査定写真撮影(全景) 1-3 (事例)

81

降雪前

降雪後
(計画確定後)

現地踏査時に撮影した写真を流用(河岸が雪で見えないため)

査定写真は、１１月第１週までに撮影を

R6年度 災害復旧技術講習会

査定写真撮影(全景) 1-4 (事例)

82

ドローン・航空機で垂直や斜め写真を撮影した場合は、その写真を活用する。

被災箇所・背後状況が明瞭に示せる

R6年度 災害復旧技術講習会
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「災害査定添付写真の撮り方」(令和5年改訂版P74～80)

査定写真撮影(横断) 2-1

R6年度 災害復旧技術講習会

査定写真撮影(横断) 2-2 (事例)

84R6年度 災害復旧技術講習会
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◎ 現場は､不安定で崩れ易く、
滑りやすいため、安全には十分注意を。

◎ ポール等が、草や巨石などで隠れて
いないか確認し、撮影を。

◎ ポールが斜めになっていないか注意を。
根
浮
き
垂
直
高

根切れ水平深さ

査定写真撮影(横断)   2-3 (事例)

R6年度 災害復旧技術講習会

86

査定写真撮影(起・終点写真)   3 (事例)

R6年度 災害復旧技術講習会



水中の根固ブロック確認

87

査定写真撮影 (参考) 4 (ダイバーによる撮影事例)

R6年度 災害復旧技術講習会

無人航空機(ドローン)による撮影

88

査定写真撮影 (参考) 5-1（ドローンの事例①）

「無人航空機(ドローン、ラジコン機等)の
安全な飛行のためのガイドライン」

(R05.01.26 国土交通省 航空局)

「無人航空機飛行マニュアル」
(R04.12.05 国土交通省)

R6年度 災害復旧技術講習会
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査定写真撮影 (参考) 5-2（ドローンの事例②）

SP 0 SP10 SP19 SP70SP33 SP46 SP62

SP70SP62 SP82 SP92 SP107 SP134 SP148

ドローンの特性を活かし、低々高度から、全景写真

河川の流れが深く、対岸に渡れない

樹木やその他の障害物で、良い写真が撮れない

背後地の様子を一緒に撮影する

R6年度 災害復旧技術講習会

「低々高度から」とは
いっても、周囲の人と
ドローンの距離を30m
以上確保しましょう！

UAVの⾶⾏に関するルール

ただし、国や地⽅団体から依頼を受けて事故や災害時の捜索・救助等の場合は、適⽤除外
90

＜⾶⾏禁⽌空域＞
以下の空域では、国⼟交通⼤⾂の許可を受けなけれ
ばUAVを⾶⾏できません

＜⾶⾏⽅法の制限＞
UAVを⾶⾏させる際は、国⼟交通⼤⾂の承認を
受けた場合を除いて、以下の⽅法により⾶⾏させ
ることが必要です

（航空法第132条）

（航空法第132条の３）

「DID地区」

ドローン撮影について 1 (飛行禁止区域や飛行方法の制限)

http://www.mlit.go.jp/koku/koku_fr10_000041.html
国土交通省HPより

「緊急用務空域」

R6年度 災害復旧技術講習会

安全確保の
責務は解除
されない︕
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ドローン撮影について 2 (DID地区と空港等の周辺空域)

地理院地図

R6年度 災害復旧技術講習会

国有林や道有林においては、UAV飛行申請が必要になります。
（通常の入林許可とは別！）

っっｃ

92

ドローン撮影について 3 (DID地区、空港等以外の飛行禁止区域)

R6年度 災害復旧技術講習会



災害直後の飛行では、関係機関との調整が必要となります！
93

ドローン撮影について 4 (大規模災害時)

www.mlit.go.jp/common/001110204.pdf
国土交通省HPより

平成27年11月制定、令和4
年11月改定「航空法第 132 
条の92の適用を受け無人
航空機を飛行させる場合の

ガイドライン」の一部

R6年度 災害復旧技術講習会

７．現地査定

R6年度 災害復旧技術講習会 94



現地査定時(確認・協議される事項)

• 延長・・・エスロンテープで計測(杭等で、計測し易い準備を)

ポールマンは、査定官・立会官が確認できるように起終点にポールを立てる

• 復旧工法は被災原因を確認し、その除去となっているか

原形復旧が原則であり、再度災害の防止が主点になると過大との指摘も

• セグメントの確認・・(勾配、河床材、地形より説明)

• 復旧工法の経済比較(必要に応じてあり)

• 粗度係数の改変状況

• D.H.W.Lの様子(付着流下物等痕跡・・事前に現地に印を)

• 用地界確認(植生界、耕作界、道路等にて)

• 仮道工のルート・取付け部等

• 査定時・・走らない

95R6年度 災害復旧技術講習会

査定用の野帳用図面の整理 1-1

96

平面図

縦断図

標準断面図

・文字の判読が可能なA4もしくはA3サイズ

・平面図・縦断図・標準断面図(一般図等)を添付

・申請工種を網羅した標準図を添付(複数枚可)

・白黒印刷

「災害査定現場必携」令和3年8月改定版 第3章 P9より

R6年度 災害復旧技術講習会



査定用の野帳用図面の整理 1-2

97

平面図

査定申請する平面・縦断・標準断面図を貼りつける。(文字・線が見えるように)

標準断面図

縦断図

R6年度 災害復旧技術講習会

水位曲線図

・計算する河岸高は、左右いずれか低い方を
河岸高とする。

・被災状況がよく判る断面を採用すること。
・対岸の地形が把握できるように縦横の

縮尺を工夫。
・必ず縮尺・異常気象月日・申請番号を記入。
・築堤河川の河岸高は、築堤天端高。
・背後地が水田や休耕田の場合は田面高。

98

測量結果等成果をとりまとめて、作成する。

DHWL≧(265.31-262.16)/2+262.16

264.26≧263.74

R6年度 災害復旧技術講習会



査定時説明資料 (サンプル1)

99R6年度 災害復旧技術講習会

査定時説明資料 (サンプル2)

100

出水(1/2河岸確保)確認 工法選定の考え方

起点・終点設定説明

根固工の重量と敷設幅設定

R6年度 災害復旧技術講習会



R6年度 災害復旧技術講習会

査定時説明資料 (サンプル3)

101

査定時説明資料 (サンプル4)

102
R6年度 災害復旧技術講習会



事前打ち合わせ資料 工法協議 (サンプル1)

103R6年度 災害復旧技術講習会

事前打ち合わせ資料 工法協議 (サンプル2)

104R6年度 災害復旧技術講習会
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事前打ち合せ資料 未満災害協議(サンプル3)

R6年度 災害復旧技術講習会

R6年度 災害復旧技術講習会 106

大規模災害時の災害査定の効率化（簡素化）



R6年度 災害復旧技術講習会 107

大規模災害時の災害査定の効率化（簡素化）

R6年度 災害復旧技術講習会 108

大規模災害時の災害査定の効率化（簡素化）



R6年度 災害復旧技術講習会 109

大規模災害時の災害査定の効率化（簡素化）

R6年度 災害復旧技術講習会 110

大規模災害時の災害査定の効率化（簡素化）



８．その他

R6年度 災害復旧技術講習会 111

112

積雪量（融雪観測）調査、資料取りまとめ運用 1

重 量
観測容器の検測写真

(内径及び深さ)

観測状況写真
(現地観測状況)

採取コアー計量状況

(観測方法)
① 積雪量調査でピット掘りした場所で観測を行う。

② 雪穴の深さの１／２より上下層の２箇所に、筒状観測容器を側面

から完全に差し込みコアーを採取する。

③ 観測場所付近で計量秤により容器ごとの重量を測定する。

④ 上記②、③の状況を写真により記録する。

目 的
雪害の一つである“融雪災害”の発生に備え、異常気象の

把握及び立証するための、基礎資料の収集を目的とする。

融雪災害の気象資料な融雪量、密度等を観測するため。また、

被災箇所はアメダス観測地点から、かけ離れている場所が多く、

当該箇所の融雪出水の状況を把握するために実施する。

調査の種類
1)積雪量調査 ・・前日との積雪深の差を“融雪深”として観測。

2)融雪密度観測・・Ⅰ）の観測点でコアー等により積雪を採取し、

密度を算出する。

調査の内容
【積雪調査】

観測期間 ・・前日との積雪深の差を“融雪深”として観測。

事前観測 ・・融雪最盛期の１ヶ月前くらいに１回積雪深を観測。

期間観測 ・・気象予報等を参考に融雪最盛期を予想し、その

期間の積雪深を観測

観測時間 ・・観測時間は“10：00”を標準。移動時間 がかかる

場合は、個々に時間を設定。

観測器具 ・・箱尺(スタッフ)、ピンポール、黒板(写真記録用)

観測方法 ① 観測作業が可能な広さ地盤まで雪を掘り、箱尺

を地盤に設置。

② 積雪表面の状態がほぼ平坦であることを確認し、

ピンポールと箱尺を使用して積雪高を観測。

③ 観測時の写真を毎回必ず観測。

【積雪密度観測】
観測器具・・ｽﾉｰｻﾝﾌﾟﾗ‐又は容積がわかる筒状容器と計量秤。

① 筒状容器は予め寸法から内部容積を算出し、重量を測定。

② 計量秤は外気低温でも使用可能で、写真判読に有利な指針秤

が望ましい。

③ 黒板(写真記録用)

北海道 河川砂防課

R6年度 災害復旧技術講習会



113

北海道 河川砂防課

積雪量（融雪観測）調査、資料取りまとめ運用 2

容器検測 現地調査・計測

内径検測

高さ検測

重量検測

全 景

積雪掘削

積雪深計測

コアー採取

コアー採取(水平)

コアー計量

R6年度 災害復旧技術講習会

1日に10cm積雪が融けた場合、降雨量に換算すると
10ｃｍ(100mm)×積雪密度(0.50g/cm3) = 50 mm/日相当

114

積雪密度が0.5g/cm3を越えることがあっても上限値は0.5g/cm3

積雪量（融雪観測）調査、資料取りまとめ運用 3

R6年度 災害復旧技術講習会



地 震 災 害 対 応 （河川災）1

石灰水注入

トレンチ堀とクラックのスケッチクラックの位置、深さ、幅等を調査

115

「地震災害対応マニュアル」(平成8年3月 北海道土木部)

R6年度 災害復旧技術講習会

地 震 災 害 対 応 （河川災）2

116

「平成30年 胆振東部地震 災害査定申請の基本的事項」より

R6年度 災害復旧技術講習会



地 震 災 害の事例1-1

117R6年度 災害復旧技術講習会

地 震 災 害の事例1-2

118R6年度 災害復旧技術講習会



地 震 災 害の事例2-1

119R6年度 災害復旧技術講習会

地震災害の
事例2-2

120R6年度 災害復旧技術講習会
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※災害査定の留意点について（国土交通省）

R6年度 災害復旧技術講習会

ご清聴
ありがとうございました

122R6年度 災害復旧技術講習会


